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申告件数 申告所得金額 個別所得金額 所得通算効果 節税効果 

(親法人＝グループ数) （A) （B) （B-A)（C) (C×法人税率３０％) 

03年5月1日～6月30日 21 4億円 52億円 48億円 14億円 

２００３事務年度 239 657億円 3,295 1兆2024億円 1兆1367億円 3410億円 

２００４事務年度 331 2848億円 3,777 1兆3501億円 1兆0653億円 3196億円 

２００５事務年度 467 1兆8481億円 5,396 3兆0774億円 1兆2293億円 3688億円 

合計 1兆308億円 

国税庁「連結納税に係る課税事績について」より試算 

≪連結納税制度による節税効果の試算≫ 

項目 

連結納税の状況 個別の状況 節税試算 

連結法人・連結法 
人の届出件数


